

















業広報』No.15946，2006 年 2 月 22 日，5～6頁。
２）厚生労働省「厚生労働省における主な職業能力評価制度」（厚生労働省参考資料）
2007 年 5 月 23 日。この取り組みは，2012 年に終了した。http://www.kantei.go.
jp/jp/singi/seichou 2/job/dai 1/siryou 4_2.pdf



















































































考 え 抜 く 力
（シンキング ）




































ストレ ス コ ン













































2007 年 3 月，3 頁（http://www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/cyosa 2007.pdf）。
同調査は財団法人企業活力研究所が実施したものである。調査方法は郵送方式，
調査期間は 2006 年 10 月 6 日～10 月 27 日，調査対象は東証一部上場企業 1747
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（ ア ク シ ョ ン ）
主 体 性
働 き か け 力
実 行 力
考 え 抜 く 力
（ シ ン キ ン グ ）






チ ー ム で 働 く 力




情 況 把 握 力
規 律 性

















































































































































































































いて」平成 23 年１月 31 日を基に内閣府で作成した資料に基づく。内閣府「若者




























































































































































































































































































































としても活用している。20 代や 30 代の若手社員が多く，取引先との酒席で失礼
があってはならないので，「上座や下座の位置，座布団は踏まないなどのマネー
を，堅苦しくならない程度に教えている」とのことである。（「今どき飲みニケー




























































































































































































































































３１）「大学生が自ら学ぶ仕組み求める中教審」2012 年８月 28 日。
http://renngou.kuronowish.com/tyuukyousinntousinn 0828.htm
大学生の自律性と社会性の育成 ３７５
こうした例に示されるように，大学は，企業の発する情報を必ずしも
正確に理解しているとは言えず，企業も，自らの求める人材像や能力を
十分明確に示し得ていない。」（中央教育審議会「学士課程教育の構築に
向けて」（答申）２００８年１２月２４日，９頁。）
また，いくら大学が自律性と社会性を高める授業を設定しているとして
も，社会から学生にそのような知識や能力が求められているという意識を学
生が持っていなければ効果は限定的である。よって，企業のニーズを知り，
学生に知らせることで学生の動機付けにもなるであろう。
「はじめに」における問題提起に関して，筆者のささやかな取り組みとと
もに考察を述べた。諸先生方も日々貴重な教育活動をされているので，御教
示いただければ誠に幸いである。
なお，本論考は筆者が知りえた限定的かつ定性的な事例であるため，より
普遍化するためにはより多くの事例かつ定量的な分析も必要であると考えら
れる。これらについては，今後の課題としたい。
謝辞）本学キャリアセンター事務課の井峯武課長ならびに本学学生支援課の
金澤太郎課長には，キャリア育成ならびにクラブ・サークル関連の資料を賜
わり，心より御礼申し上げる。
（しのぶ・ちかこ／経営学部教授／２０１３年１２月９日受理）
３７６ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
